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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

          いません。 

    ２ 売上高には、消費税等を含んでいません。 

    ３ 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しています。 

   

  

  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第60期 

第２四半期 
連結累計期間 

第61期 
第２四半期 
連結累計期間 

第60期 
第２四半期 
連結会計期間 

第61期 
第２四半期 
連結会計期間 

第60期 

会計期間 

自 平成22年 
２月１日 

至 平成22年 
７月31日 

自 平成23年 
２月１日 

至 平成23年 
７月31日 

自 平成22年 
５月１日 

至 平成22年 
７月31日 

自 平成23年 
５月１日 

至 平成23年 
７月31日 

自 平成22年 
２月１日 

至 平成23年 
１月31日 

売上高         (百万円)  738,777  746,393  412,539  417,624  1,488,369

経常利益               (百万円)  25,784  32,568  21,260  24,133  56,271

四半期（当期）純利益   (百万円)  13,622  16,868  11,775  13,859  30,421

純資産額        (百万円) － －  727,815  751,408  738,029

総資産額        (百万円) － －  1,415,815  1,423,886  1,341,308

１株当たり純資産額     (円) － －  1,075.92  1,110.25  1,090.67

１株当たり四半期（当期）純利益 

                           (円) 
 20.16  24.96  17.43  20.51  45.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益        (円) 
 20.15  24.69  17.42  20.08  45.00

自己資本比率        (％) － －  51.35  52.69  54.94

営業活動による 

キャッシュ・フロー   (百万円) 
 42,605  △28,300 － －  85,061

投資活動による 

キャッシュ・フロー   (百万円) 
 △11,395  △18,482 － －  △20,989

財務活動による 

キャッシュ・フロー   (百万円) 
 67,275  48,621 － －  △60,132

現金及び現金同等物の四半期末 

(期末)残高       (百万円) 
－ －      246,901  154,681  151,983

従業員数          (人) － －  21,480  21,555  21,421
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

 また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載しています。 

   

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社（連結子会社）となりました。  

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しています。  

    ２ 特定子会社に該当しています。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、平均臨時従業員数の記載は省略しています。 

  

   

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、平均臨時従業員数の記載は省略しています。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
(千USD) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

積水常成（蘇州）房地産 

開発有限公司 

中国 

江蘇省蘇州市  
259,750 その他 97.85

中国における住宅の販売  

役員の兼任等  役員     １名 

                執行役員 １名 

                従業員   ３名

４【従業員の状況】

  平成23年７月31日現在

従業員数(人) 21,555      

  平成23年７月31日現在

従業員数(人) 13,400      
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(1) 生産実績 

 当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業においては、生産実績を定義することが困難であるため「生産実

績」は記載していません。 

(2) 受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注） 上記金額には消費税等を含んでいません。 

(3) 販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しています。 

２ 上記金額には消費税等を含んでいません。 

３ 主な相手先別の販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省

略しました。 

  

  当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

  また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 

受注高 受注残高 

金額(百万円) 
前年同四半期比

(％) 
金額(百万円) 

前年同四半期比
(％) 

戸建住宅事業  131,769 －  245,126 － 

賃貸住宅事業  85,600 －  225,896 － 

分譲住宅事業  35,420 －  33,184 － 

マンション事業  17,164 －  14,837 － 

都市再開発事業  5,787 －  － － 

リフォーム事業  30,386 －  18,670 － 

不動産フィー事業  93,661 －  － － 

その他  44,853 －  85,874 － 

合計  444,643 －  623,590 － 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％) 

戸建住宅事業  136,163 － 

賃貸住宅事業  80,627 － 

分譲住宅事業  41,489 － 

マンション事業  9,891 － 

都市再開発事業  5,787 － 

リフォーム事業  29,540 － 

不動産フィー事業  93,661 － 

その他  20,462 － 

合計  417,624 － 

２【事業等のリスク】
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  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

    

  

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響を受けたサプライチェーンや、社会イン

フラ、営業・生産設備等の復旧が進み、回復に向けた動きが着実に広がりました。また、復旧需要等による設備投

資が回復し、震災の影響による供給制約が緩和してきていること等から個人消費マインドも改善の兆しが見られま

した。しかしながら経済環境は、新興国の経済成長が継続される一方で欧州の金融不安による円の高止まりや米国

経済の回復鈍化などにより輸出を中心とした企業業績の下押し圧力が継続され、景気先行きの不透明感を残すとこ

ろとなりました。 

住宅市場では、被災地エリアでの新設住宅着工戸数が引き続き減少し低調に推移しましたが、首都圏ではマンシ

ョン投資が回復してきたこと等から着工件数が増加し、全体としては緩やかな回復の傾向が継続されました。ま

た、環境配慮型住宅の普及を目的とした補助金や税制優遇等の住宅支援策が継続される一方で、７月末に住宅エコ

ポイント制度が終了となったことや震災の影響等により住宅投資に対するマインドの低下が懸念されましたが、需

要に大きな変化は見られませんでした。 

このような状況の中、当社は、被災地エリアにおけるオーナー様のサポートや復興需要の増加に迅速に対応し、

仮設住宅についても順次建設を進め、当社グループ、協力会社の人員を被災地に配置し、復旧・復興工事に総力を

挙げて対応しています。また一方では、環境省認定の「エコ・ファースト企業」として、喫緊の問題である節電対

策にいち早く対処し、積極的に取組むことを環境大臣に約束しました。 

商品戦略としては、空気環境配慮仕様「Airkis（エアキス）」を７月13日に発表し、当社鉄骨戸建主力商品へ標

準搭載し販売を開始しました。 

都市再開発事業では、京都市中京区に新築する建物に、世界有数ホテルチェーンであるマリオットホテルグルー

プの最高級ブランドである「ザ・リッツ・カールトン」を2014年春に開業することをザ・リッツ・カールトン・ホ

テル・カンパニーと合意し契約を締結しました。 

国際事業では、中国瀋陽市において、鉄骨住宅の生産工場の建設に着手しました。これは、中国国内向けに省エ

ネで高性能な工業化住宅の需要に対応すべく、中国瀋陽市が進める国家プロジェクト「現代建築産業パーク」の中

核企業として進出するものです。オーストラリアでは、フレイザーズ・センターポイント・リミテッドとシドニー

中心部の複合開発「セントラルパーク」の共同開発事業を開始しました。 

経営成績については、中期経営計画の重点課題である「グリーンファースト戦略」（当社の環境配慮型住宅「グ

リーンファースト」を事業拡大のドライバーとした積極的な拡販）に則り、受注活動を行った結果、戸建・賃貸を

中心に受注が増加しました。これは当社独自の制震システム「シーカス」の搭載率が上昇するなど全国的に住宅の

安全性に関する関心が高まったこと、家庭用燃料電池と太陽光発電システムを組み合わせたダブル発電の受注増

加、被災地における復興需要の増加、都市部における賃貸住宅の需要増加等によるものです。 

当第２四半期連結会計期間における売上高については、 百万円（前年同期比1.2％増）となりました。利

益については、営業利益は 百万円（前年同期比10.2％増）、経常利益は 百万円（前年同期比13.5％

増）、四半期純利益は 百万円（前年同期比17.7％増）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりです。  

  

（戸建住宅事業） 

  戸建住宅事業では、「グリーンファースト戦略」に則った受注活動を展開しました。  

 東日本大震災の住宅復興に対応するため、鉄骨戸建住宅、木造住宅、積和の木の家のそれぞれに規格型住宅パッ

ケージを準備し、被災地エリアで早期建築を希望される方への供給体制を構築し需要に対応しています。 

商品展開としては、鉄骨戸建住宅では、ホルムアルデヒドなど５つの化学物質の居住時室内濃度を国の基準の２

分の１以下にする等、快適性の要素である「健康」に訴求した空気環境配慮仕様「Airkis（エアキス）」を当社鉄

骨戸建主力商品「ビー・サイエ」「イズ・オーダー」へ標準採用し販売を開始しました。これは、シックハウス問

題が顕在化した1990年代から室内空気環境向上のための建材や空間の研究・調査を続けてきた結果、生まれた商品

です。 

このような事業推進の結果、戸建住宅に対する安全性の再認識や復興需要、加えて政府施策の継続もあり受注が

増加しました。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は136,163百万円、営業利益は18,808百万円となりました。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

417,624

24,402 24,133

13,859
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（賃貸住宅事業） 

賃貸住宅事業では、街並みとの調和や環境負荷の軽減、安全・安心をもたらす設計などをコンセプトにした「シ

ャーメゾンガーデンズ」を積極的に提案しました。また、戸建住宅同様に被災地の復興に対応するため、規格型住

宅パッケージを準備し被災地エリアでの建築に対応する体制を構築し推進しました。  

 商品展開としては、上階からの床衝撃音を大幅に軽減できるオリジナル高遮音床システム「SHAIDD55（シャイド

55）」を標準搭載の上、新構造躯体を採用した新商品「PRO+NUBE（プロヌーブ）」の受注が順調に推移しました。

 このような事業推進の結果、「シャーメゾンガーデンズ」の提案や、都市部における賃貸住宅の需要が増加した

こと等により、受注は堅調に推移しました。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は80,627百万円、営業利益は10,493百万円となりました。 

  

（分譲住宅事業） 

分譲住宅事業では、当社販売促進イベント「夏の住まいの参観日」や「まちなみ参観日」を開催し、「グリーン

ファースト戦略」を効果的に展開し、販売力強化を行いました。また、千葉県市原市の戸建分譲地「かずさの杜ち

はら台」では当社等開発事業者と住民が共同で提案した素案に基づく景観計画案が市原市の景観計画として策定さ

れるなど、将来にわたり資産価値の高まる良好な景観のまちづくりに取り組みました。  

 このような事業推進の結果、戸建住宅事業同様、政府施策の効果が後押しとなり一部地域では回復の兆しが見ら

れました。しかしながら、全国的には低調に推移することとなり、在庫調整を引き続き行い資産圧縮に努めまし

た。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は41,489百万円、営業利益は2,188百万円となりました。 

  

（マンション事業） 

マンション事業では、「グランドメゾン三軒茶屋プレイス」（東京都世田谷区）や「グランドターミナルタワー

本八幡」（千葉県市川市）等、都市部を中心に新規に販売を開始しました物件につきましては堅調に受注が推移し

ました。全般的には販売物件の在庫圧縮を引き続き進めていることから、受注は低調に推移することとなりまし

た。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は9,891百万円、営業損失は5,622百万円となりました。 

   

（都市再開発事業） 

 都市再開発事業では、賃貸住宅「プライムメゾン」等の当社グループ保有賃貸物件について、堅調に入居率が推

移しており安定した事業を推進しています。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は5,787百万円、営業利益は1,475百万円となりました。 

  

（リフォーム事業） 

 リフォーム事業では、「グリーンファースト戦略」を基軸に、太陽光発電システムの設置や断熱改修など省エネ

ルギー化を目的としたリフォーム提案を推進しました。また「春のリフォームフェア」や「キッチン収納セミナ

ー」等のイベントを各地で開催し、多様化するライフスタイルに合わせ、快適な暮らしをサポートする戸建住宅や

賃貸住宅等のリフォーム提案を積極的に行いました。また、震災直後のオーナー様の復旧・復興にも注力し修繕工

事等の依頼についても早期対応に取り組みました。 

 このような事業推進の結果、受注は堅調に推移しました。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は29,540百万円、営業利益は3,325百万円となりました。 

  

（不動産フィー事業） 

 不動産フィー事業では、積和不動産各社によるシャーメゾンの一括借上げ及び管理受託戸数が堅調に増加しまし

た。賃貸住宅市場では、都市部を中心に動きが活発となる中、当社グループは連携強化を図り一丸となって入居促

進を行う等、積極的な営業活動を行いました。一方では、市場ニーズに合わせた住宅リフォームの提案なども引き

続きオーナー様に行うことで首都圏を中心に高い入居率を維持することが出来ました。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は93,661百万円、営業利益は2,938百万円となりました。 
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（その他） 

 国際事業については、オーストラリアの「ウエントワースポイント」でのマンション販売では、今期中の引き渡

しが予定される第１期分譲が完売し、その他販売中のプロジェクトも順調に進捗しております。一方アメリカワシ

ントン州では複合都市開発事業に着手し、シンガポールでは２つの不動産開発プロジェクトに進出し事業展開を開

始しました。中国瀋陽市と蘇州市においては大型都市開発プロジェクトを開始しました。また瀋陽市において中国

での工業化住宅の部材供給を担う工場の建設に着手しました。 

 エクステリア事業については、子会社のグリーンテクノ積和各社と積和建設を統合することによりお客様への提

案力の強化と業務効率化を図りました。 

当事業の当第２四半期連結会計期間における売上高は20,462百万円、営業損失は590百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四半期連結

会計期間末より44,015百万円増加し、 百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は、たな卸資産が増加したものの、四半期純利益の計上等により、51,230百万円の増加（前

年同期比31,918百万円資金減）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金は、有形固定資産の取得等により、8,442百万円の減少（前年同期比4,082百万円資金減）と

なりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は、長期借入金の借入れや返済等により、1,041百万円の増加（前年同期比10,712百万円資

金増）となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間における研究開発費総額は1,092百万円です。なお、当第２四半期連結会計期間にお

いて、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

154,681
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(1) 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

  当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりです。 

（注）上記金額には、消費税等は含んでいません。 

   

第３【設備の状況】

会社名 所在地 セグメント 
の名称 設備の内容等

予算額
（百万円）

既支払額
（百万円）

資金調達
方法 着手年月 完了 

予定年月 

完了後
における
増加能力

積水ハウス 京都市中京区 
都市再開発 

事業 
ホテル  18,000 5,374 自己資金 平成23年6月 平成26年2月

客室数 

136室 

（予定）
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 （2016年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債） 

 （注）１ 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を

下記２記載の転換価額で除した数とします。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金に

よる調整は行わないものとします。  

２ 新株予約権の行使時の払込金額  

(1) 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価

額は、その額面金額と同額とします。 

(2) 本新株予約権の行使時の払込金額（以下「転換価額」という。）は、当初、1,000円とします。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  1,978,281,000

計  1,978,281,000

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年７月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年９月13日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  676,885,078  676,885,078

東京(市場第一部)、 

大阪(市場第一部)、 

名古屋(市場第一部) 

各証券取引所 

単元株式数は 

1,000株です。 

計  676,885,078  676,885,078 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 5,000個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数  50,000,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額  1,000円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成23年７月19日から平成28年６月21日の銀行営業終了時

（行使請求受付場所現地時間）まで（注）３  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

        発行価格  1,000円  

        資本組入額  500円  

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付された

ものであり、本社債からの分離譲渡はできない。  

代用払込みに関する事項 

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係

る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その

額面金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ 

新株予約権付社債の残高  50,000百万円 
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  を発行又は処分する場合には、次の算式により調整されるものとします。なお、次の算式において、「既

発行株式数」は当社の発行済普通株式総数（ただし、当社普通株式に係る自己株式数を除く。）をいいま

す。  

  また、転換価額は、本新株予約権付社債の要項に従い、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）・併

合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）等の発行、一定限度を超える配当支払い、その他一定の事由が生じた場

合にも適宜調整されるものとします。 

３ 新株予約権の行使期間は、上記にかかわらず、①本社債の繰上償還の場合（ただし、②の場合を除く。）に

は、当該償還日の東京における３営業日前の日の銀行営業終了時（行使請求受付場所現地時間）まで（ただ

し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更等による繰上償還の場合に、繰上償還を受けないことが選

択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②本新株予約権付社債権者の選択による本社債の繰上償還

の場合には、償還請求書が主支払代理人の所定の事務所に提出された時まで、③本社債の買入消却がなされ

る場合には、当該新株予約権付社債の消却が行われるまで、また④本社債の期限の利益喪失の場合には、期

限の利益喪失時までとします。上記いずれの場合も、（ａ）平成28年６月22日以降、及び（ｂ）当社が組織

再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、当該組織再編等の効力発生日の翌日か

ら14日以内に終了する30日以内の期間で当社が指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできない

ものとします。上記にかかわらず、本新株予約権の行使の効力が発生する東京における日（以下「株式取得

日」という。）（又は株式取得日が東京における営業日でない場合は東京における翌営業日）が、基準日又

は社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）第151条第１項に従い株主を確定するために定

めたその他の日（以下「その他の株主確定日」という。）の東京における２営業日前の日から当該基準日又

は当該その他の株主確定日（基準日又はその他の株主確定日が東京における営業日でない場合は、当該基準

日又は当該その他の株主確定日の東京における３営業日前から当該基準日又は当該その他の株主確定日の東

京における翌営業日）までの期間に当たる場合、当該本新株予約権を行使することはできないものとしま

す。 

４ 新株予約権の行使の条件  

(1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとします。  

(2) 平成27年７月６日（ただし、当日を除く。）までは、本新株予約権付社債権者は、ある四半期の最後の取

引日に終了する30連続取引日のうちいずれかの20取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取

引日において適用のある転換価額の120％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日（ただし、平

成27年５月１日に開始する四半期に関しては、平成27年７月３日）までの期間において、本新株予約権を

行使することができるものとします。ただし、本（2）記載の本新株予約権の行使の条件は、以下①、②

及び③の期間は適用されないものとします。  

①（ⅰ）株式会社日本格付研究所もしくはその承継格付機関（以下「ＪＣＲ」という。）による当社の長期

優先債務もしくは本新株予約権付社債の格付がＡ以下である期間、（ⅱ）ＪＣＲにより当社の長期優先債

務もしくは本新株予約権付社債の格付がなされなくなった期間、又は（ⅲ）ＪＣＲによる当社の長期優先

債務もしくは本新株予約権付社債の格付が停止もしくは撤回されている期間  

②当社が、本新株予約権付社債権者に対して、本社債の繰上償還の通知を行った後の期間（ただし、本新株

予約権付社債の要項に定める税制変更等による繰上償還の場合には、繰上償還を受けないことが選択され

た本社債に係る本新株予約権を除く。）  

③当社が組織再編等を行うにあたり、本新株予約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該

組織再編等に関する通知を行った日から当該組織再編等の効力発生日までの期間  

５ 当社が組織再編等を行う場合の承継会社等による新株予約権の交付に関する事項  

(1) 組織再編等が当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）において承認された場合には、

当社は、当該組織再編等の効力発生日までに本社債の全てが償還されていない限り、承継会社等をして、

本新株予約権付社債の要項及び信託証書に従って、本新株予約権付社債及び信託証書の主債務者としての

地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付させるものとします。また、かか

る承継及び交付を行う場合、当社は、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社

であるよう最善の努力をするものとします。かかる承継及び交付は、当該組織再編等の効力発生日に（承

継会社等が新たに設立される場合には、実務上可能な限り速やかに、ただし、当該組織再編等の効力発生

  

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×

既発行株式数 ＋
新発行・処分株式数 × １株当たりの払込金額

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 
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    日から14日以内の日に）有効となるものとします。 

(2) 上記(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は以下のとおりとします。  

①新株予約権の数  

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と同

一の数とします。  

②新株予約権の目的である株式の種類  

承継会社等の普通株式とします。  

③新株予約権の目的である株式の数  

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件

等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記（ⅰ）又は（ii）に従うもの

とします。なお、転換価額は上記２(3)と同様の調整に服するものとします。  

（ⅰ）合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を

行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社

等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使した

ときに受領できるように、転換価額を定めるものとします。当該組織再編等に際して承継会社等

の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会

社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい数の承継会社等の普通株式を併せて受領でき

るようにするものとします。  

（ii）上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使し

た場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発

生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定めるも

のとします。  

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、承継された本社債の払込金額と同額とします。  

⑤新株予約権を行使することができる期間  

当該組織再編等の効力発生日又は上記(1)に記載する承継が行われた日のいずれか遅い方の日から、上

記の新株予約権の行使期間の満了日までとする。  

⑥その他の新株予約権の行使の条件等  

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとします。  

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項  

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1

円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。増加する資本準備金の額は、資本金等

増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とします。  

⑧組織再編等が生じた場合の承継会社等による新株予約権の交付  

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行うものとし

ます。  

⑨その他  

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わないも

のとします。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できないものとします。  

(3) 当社は、上記(1)の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継

させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の

要項に従うものとします。  
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 （第１回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)） 

 （注）１ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」という。）は、1,000株です。ただし、新

株予約権の発行日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、分割または併合の比率に応じ比

例的に調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割等の条件等を勘案の上、合理的な範囲

で付与株式数を調整するものとします。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式

１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社が委員会設置会社に移行した場合における

執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下「権利行使開始日」

という。）から新株予約権を行使できるものとします。 

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は以下の①②に定める場合には、それぞれに定める期間内に限り新株

予約権を行使できるものとします。 

①新株予約権者が平成37年４月27日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成37年４月28日から平成38年４月27日まで 

②当社が消滅会社となる合併で存続会社となる会社が本新株予約権に係る義務を承継する旨の定めのない合

併契約書の議案、当社は完全子会社となる株式交換または株式移転で完全親会社となる会社が本新株予約

権に係る義務を承継する旨の定めのない議案につき当社株主総会で承認された場合 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) １個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

(4) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるものとします。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 39個（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 39,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月28日から 

平成38年４月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)） 

 （注）１ 各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、1,000株です。ただし、当社が当

社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同

じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するものとします。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力

発生日以降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社

株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の

日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当

該基準日の翌日に遡及してこれを適用します。 

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与

株式数を調整します。 

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社

が委員会設置会社に移行した場合における執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。 

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、下記４に

従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期

間内に限り新株予約権を行使できるものとします。 

①新株予約権者が平成38年６月７日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成38年６月８日から平成39年６月７日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社の取締役会

決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することはできないものとしま

す。 

(4) １個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

(5) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるものとします。 

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 46個（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 46,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月８日から 

平成39年６月７日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格  1,572円 

資本組入額  786円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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４ 組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の

効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株

式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下「残

存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項

第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に

基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに発行するものとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付す

る旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとします。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とします。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定します。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

します。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式１株当たり１円とします。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新

株予約権の行使期間の満了日までとします。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

次に準じて決定します。 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げるものとします。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま

す。 

(8) 新株予約権の取得条項 

次に準じて決定します。 

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取

得することができます。 

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案 

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること若

しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを

設ける定款の変更承認の議案 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

上記３に準じて決定します。 
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 （第３回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)） 

 （注）１ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）１と同一です。 

２ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）２と同一です。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社

が委員会設置会社に移行した場合における執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。 

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、下記４に

従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期

間内に限り新株予約権を行使できるものとします。 

①新株予約権者が平成39年６月６日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成39年６月７日から平成40年６月６日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社の取締役会

決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することはできないものとしま

す。 

(4) １個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

(5) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるものとします。 

４ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）４と同一です。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 103個（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 103,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成20年６月７日から 

平成40年６月６日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格  877円 

資本組入額 439円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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 （第４回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)） 

 （注）１ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）１と同一です。 

２ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）２と同一です。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社

が委員会設置会社に移行した場合における執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。 

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、下記４に

従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期

間内に限り新株予約権を行使できるものとします。 

①新株予約権者が平成40年６月９日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成40年６月10日から平成41年６月９日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社の取締役会

決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することはできないものとしま

す。 

(4) １個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

(5) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるものとします。 

４ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）４と同一です。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 104個（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 104,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成21年６月10日から 

平成41年６月９日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格  682円 

資本組入額 341円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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 （第５回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)） 

 （注）１ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）１と同一です。 

２ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）２と同一です。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社

が委員会設置会社に移行した場合における執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。 

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、下記４に

従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期

間内に限り新株予約権を行使できるものとします。 

①新株予約権者が平成41年６月16日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成41年６月17日から平成42年６月16日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社の取締役会

決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することはできないものとしま

す。 

(4) １個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

(5) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるものとします。 

４ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）４と同一です。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 105個（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 105,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成22年６月17日から 

平成42年６月16日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格  718円 

資本組入額 359円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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 （第６回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）  

 （注）１ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）１と同一です。 

２ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）２と同一です。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社

が委員会設置会社に移行した場合における執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。 

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、下記４に

従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期

間内に限り新株予約権を行使できるものとします。 

①新株予約権者が平成42年６月14日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成42年６月15日から平成43年６月14日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社の取締役会

決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することはできないものとしま

す。 

(4) １個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

(5) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるものとします。 

４ （第２回新株予約権(株式報酬型ストックオプション)）の（注）４と同一です。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日) 

新株予約権の数 129個（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 129,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成23年６月15日から 

平成43年６月14日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格  593円 

資本組入額 297円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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 （注）１ 上記所有株式数のうち、証券投資信託及び年金信託設定分は以下の通りです。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）          28,326千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）            22,425千株 

２ ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダ

ーズは、ＡＤＲ(米国預託証券)発行のために預託された株式の名義人です。 

３ 積水ハウス育資会は当社の従業員持株会です。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成23年５月１日～ 

平成23年７月31日 
 －  676,885  －  186,554  －  242,307

（６）【大株主の状況】

  平成23年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

積水化学工業株式会社 大阪市北区西天満２丁目４－４   72,168  10.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  38,755  5.73

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３  33,194  4.90

ザ バンク オブ ニューヨーク 
メロン アズ デポジタリー バンク 
フォー デポジタリー レシート 
ホルダーズ 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部)  

101 BARCLAY STREET ADR DEPT. 22 
WEST NEW YORK, NY 10286 U.S.A. 
(東京都中央区月島４丁目16－13) 

 21,388  3.16

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１  16,158  2.39

積水ハウス育資会 大阪市北区大淀中１丁目１－88  16,092  2.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口９） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  15,077  2.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１  13,624  2.01

メロン バンク エヌエー アズ    
エージェント フォー イッツ    
クライアント メロン オムニバス  
ユーエス ペンション       
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部) 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 
(東京都中央区月島４丁目16－13) 

 11,523  1.70

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY 
CLIENTS                          
(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000 
AUSTRALIA              
(東京都中央区日本橋３丁目11－１) 

 11,455  1.69

計 －  249,437  36.85
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４ 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社から、平成23年４月20日付で提出された大量保有報告書によ

り、平成23年４月15日現在で43,535千株(6.43％)を保有している旨の報告を受けていますが、当第２四半期

会計期間末の実質所有状況の確認ができませんので、上記の表には記載していません。なお、当該報告書の

内容は以下の通りです。 

          

①【発行済株式】 

 （注）１ ㈱証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」欄に3,000株(議決権3個)、「単元未満株

式」欄に441株それぞれ含まれています。 

    ２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式460株及びアルメタックス株式会社所有の相互保有株式

830株がそれぞれ含まれています。 

   

②【自己株式等】 

 （注）  アルメタックス株式会社の「他人名義所有株式数」欄には、当社の取引先等の持株会「積水ハウス建材会」

（大阪市北区大淀中１丁目１－88）名義の株式のうち、同社の持分残高に係る単元部分を記載しています。 

 大量保有者名 
保有株券等 

の数(千株) 

株券等保有 

割合(％)  

住友信託銀行株式会社     17,819    2.63

中央三井アセット信託銀行株式会社     19,067    2.82

中央三井アセットマネジメント株式会社     1,096    0.16

日興アセットマネジメント株式会社     5,553    0.82

（７）【議決権の状況】

  平成23年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

 (自己保有株式) 

普通株式         1,025,000
― ― 

 (相互保有株式) 

普通株式          529,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式       671,731,000  671,731 ― 

単元未満株式 普通株式         3,600,078 ― ― 

発行済株式総数                676,885,078 ― ― 

総株主の議決権 ―  671,731 ― 

  平成23年７月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)  

積水ハウス株式会社  

大阪市北区大淀中 

１丁目１－88 
 1,025,000  －  1,025,000  0.15

(相互保有株式)  

アルメタックス株式会社 

大阪市北区大淀中 

１丁目１－30 
 490,000  39,000  529,000  0.08

計 ―  1,515,000  39,000  1,554,000  0.23
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものを示しています。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までに、次のとおり役員の役職の異動がありまし

た。   

  

  

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
２月 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高(円)  861  944  809  795  782  768

最低(円)  796  719  752  757  691  725

３【役員の状況】

新役職名 旧役職名  氏名 異動年月日 

  
取締役副社長 
副社長執行役員 

（技術管掌、資材担当、 
国際事業部長） 

  

  
取締役 

専務執行役員 
（技術管掌、資材担当、 

国際事業部長） 
  

和 田 純 夫 平成23年５月１日 

  
取締役副社長 
副社長執行役員 

（経理財務・ＩＴ業務・ 
監査担当） 

  

  
取締役 

 専務執行役員 
（経理財務・ＩＴ業務・ 

監査担当） 
  

稲 垣 士 郎 平成23年５月１日 

  
取締役 

専務執行役員 
（ＴＫＣ事業担当、 

東京支社長兼コーポレート・ 
コミュニケーション部長）  

  

  
取締役 

常務執行役員 
（ＴＫＣ事業担当、 

東京支社長兼コーポレート・ 
コミュニケーション部長） 

  

平 林 文 明 平成23年５月１日 

  
取締役 

専務執行役員 
（戸建事業・不動産事業・ 
開発事業・法人営業・ 
人事・関連企業担当） 

  

  
取締役 

常務執行役員 
（戸建事業・不動産事業・ 
開発事業・法人営業・ 
人事・関連企業担当） 

  

寺 田 順 一 平成23年５月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載しています。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年５月１日から平成23年７月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平

成23年７月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年５月１日から

平成22年７月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年５月１日から平成23年７月31日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けています。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 154,681 151,983

受取手形・完成工事未収入金 44,369 35,545

有価証券 5 5

未成工事支出金 14,900 12,212

分譲建物 ※1  130,067 ※1  131,737

分譲土地 ※2  318,951 ※2  329,487

未成分譲土地 ※3  123,352 ※3  70,835

その他のたな卸資産 ※4  7,270 ※4  6,162

繰延税金資産 51,937 52,640

その他 51,356 34,282

貸倒引当金 △2,139 △2,361

流動資産合計 894,753 822,530

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※5  136,611 ※5  131,540

機械装置及び運搬具（純額） 12,014 11,923

土地 ※6  194,373 ※6  193,249

建設仮勘定 8,504 11,099

その他（純額） 4,639 4,319

有形固定資産計 ※7  356,143 ※7  352,131

無形固定資産 13,865 9,809

投資その他の資産   

投資有価証券 ※8  73,918 ※8  72,449

長期貸付金 27,132 28,831

繰延税金資産 20,940 18,650

その他 38,562 38,350

貸倒引当金 △1,430 △1,445

投資その他の資産計 159,123 156,837

固定資産合計 529,132 518,778

資産合計 1,423,886 1,341,308
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 96,787 104,631

電子記録債務 43,046 45,083

短期借入金 2,647 25

1年内返済予定の長期借入金 ※9  28,491 ※9  27,454

未払法人税等 14,054 9,038

未成工事受入金 81,849 75,539

賞与引当金 12,909 14,419

役員賞与引当金 － 662

完成工事補償引当金 3,017 2,762

その他 51,814 44,471

流動負債合計 334,618 324,088

固定負債   

社債 129,993 129,990

新株予約権付社債 50,000 －

長期借入金 ※10  55,223 ※10  54,560

長期預り敷金保証金 ※11  52,311 ※11  52,592

退職給付引当金 38,770 34,914

役員退職慰労引当金 940 1,023

その他 10,619 6,109

固定負債合計 337,859 279,190

負債合計 672,477 603,279

純資産の部   

株主資本   

資本金 186,554 186,554

資本剰余金 237,522 237,522

利益剰余金 320,821 309,361

自己株式 △1,427 △1,416

株主資本合計 743,470 732,021

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,184 2,813

繰延ヘッジ損益 △25 11

為替換算調整勘定 3,546 2,115

評価・換算差額等合計 6,705 4,940

新株予約権 330 292

少数株主持分 902 774

純資産合計 751,408 738,029

負債純資産合計 1,423,886 1,341,308

- 24 -



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 738,777 746,393

売上原価 612,808 614,519

売上総利益 125,969 131,874

販売費及び一般管理費 ※1  99,586 ※1  99,321

営業利益 26,382 32,552

営業外収益   

受取利息 626 593

受取配当金 546 619

持分法による投資利益 344 264

その他 1,952 2,207

営業外収益合計 3,469 3,684

営業外費用   

支払利息 1,521 958

その他 2,546 2,710

営業外費用合計 4,068 3,668

経常利益 25,784 32,568

特別利益   

投資有価証券売却益 132 －

特別利益合計 132 －

特別損失   

災害による損失 － ※2  1,272

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 687

投資有価証券評価損 715 639

固定資産除売却損 860 449

減損損失 ※3  32 －

特別損失合計 1,609 3,049

税金等調整前四半期純利益 24,307 29,518

法人税、住民税及び事業税 6,181 14,661

法人税等調整額 4,486 △2,030

法人税等合計 10,668 12,631

少数株主損益調整前四半期純利益 － 16,886

少数株主利益 16 18

四半期純利益 13,622 16,868
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 412,539 417,624

売上原価 339,648 342,321

売上総利益 72,891 75,302

販売費及び一般管理費 ※1  50,751 ※1  50,900

営業利益 22,139 24,402

営業外収益   

受取利息 373 438

受取配当金 534 607

持分法による投資利益 187 210

その他 681 845

営業外収益合計 1,776 2,102

営業外費用   

支払利息 841 504

為替差損 － 738

その他 1,814 1,128

営業外費用合計 2,655 2,371

経常利益 21,260 24,133

特別利益   

投資有価証券売却益 132 －

特別利益合計 132 －

特別損失   

災害による損失 － ※2  217

投資有価証券評価損 715 456

固定資産除売却損 462 251

減損損失 ※3  32 －

特別損失合計 1,211 925

税金等調整前四半期純利益 20,182 23,207

法人税、住民税及び事業税 2,804 11,850

法人税等調整額 5,585 △2,515

法人税等合計 8,390 9,335

少数株主損益調整前四半期純利益 － 13,871

少数株主利益 17 12

四半期純利益 11,775 13,859
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 24,307 29,518

減価償却費 7,773 8,861

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,198 3,856

前払年金費用の増減額（△は増加） △2 －

受取利息及び受取配当金 △1,173 △1,212

支払利息 1,521 958

持分法による投資損益（△は益） △344 △264

投資有価証券評価損益（△は益） 715 639

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 687

売上債権の増減額（△は増加） △20,084 △8,823

たな卸資産の増減額（△は増加） 51,631 △46,653

仕入債務の増減額（△は減少） △7,219 △4,290

未成工事受入金の増減額（△は減少） △15,938 6,309

その他 1,590 △8,917

小計 45,975 △19,329

利息及び配当金の受取額 1,099 1,215

利息の支払額 △1,480 △1,692

法人税等の支払額 △5,625 △9,622

法人税等の還付額 2,636 1,128

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,605 △28,300

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 150 －

有形固定資産の取得による支出 △9,799 △14,894

有形固定資産の売却による収入 700 1,177

投資有価証券の取得による支出 △2,958 △915

投資有価証券の売却による収入 288 104

貸付けによる支出 △786 △347

貸付金の回収による収入 1,907 2,059

その他 △897 △5,666

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,395 △18,482

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 2,622

長期借入れによる収入 － 8,033

長期借入金の返済による支出 △2,647 △6,525

社債の発行による収入 70,000 50,000

自己株式の取得による支出 △26 △14

配当金の支払額 － △5,406

その他 △50 △86

財務活動によるキャッシュ・フロー 67,275 48,621

現金及び現金同等物に係る換算差額 △213 859

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 98,271 2,698

現金及び現金同等物の期首残高 148,630 151,983

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  246,901 ※1  154,681
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
  至 平成23年７月31日) 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (１)連結の範囲の変更 

第１四半期連結会計期間より、３社を新規設立により連結の範囲に含めて

います。また、積和建設北東北㈱他12社は他の子会社との合併により連結

の範囲から除外しています。また、当第２四半期連結会計期間より、９社

を設立により連結の範囲に含めています。  

    

(２)変更後の連結子会社数     105社  

  

２．持分法の適用に関する事項の変更 

  

(１)持分法適用関連会社の変更 

第１四半期連結会計期間より、１社を新規設立により持分法適用の範囲に

含めています。また、当第２四半期連結会計期間より、２社を新規設立に

より持分法適用の範囲に含めています。 

  

(２)変更後の持分法適用関連会社数 12社  

  

３．会計処理基準に関する事項の変更 

  

(１)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

  する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を

適用しています。 

なお、この変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。 

  

(２)「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しています。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞ

れ 百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は 百万円減少していま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

百万円です。  

  

87 775

1,605

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
  至 平成23年７月31日) 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しています。  
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 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日） 

  該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
  至 平成23年７月31日) 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しています。  

  

 前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していました「為替差損」は営業外費

用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は139百万円です。  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
  至 平成23年７月31日) 

 １．棚卸資産の評価方法 

  

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性が低下していることが明らかな

棚卸資産についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によ

っています。  

 ２．繰延税金資産及び繰延税金負債の

算定方法  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がない場合は、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測を利用する方法によっていま

す。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末 
(平成23年１月31日) 

※４ その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。 

    

  

    半製品  3,430 百万円 

  仕掛品    567   

  原材料及び貯蔵品  3,271   

    計  7,270   

※４ その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。 

  

   

   半製品  2,843 百万円 

  仕掛品  445   

  原材料及び貯蔵品  2,873   

    計  6,162   

※７  有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

です。 

  

187,863 ※７  有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

です。 

  

181,696

※１.２.３.５.６.８.９.10.11 

 担保に供している資産    

 
 ※投資有価証券は、ＰＦＩ水と緑の健康都市㈱（持分  

 法適用会社）の債務に対して担保に供しています。 

  

  上記のうち( )内書はノンリコースローン(非遡及型 

 融資)に対応する担保提供資産並びに当該債務を示し

 ています。  

科目 金額(百万円) 

分譲建物 ( )10,683 10,683

分譲土地  ( )11,706 11,706

未成分譲土地  ( )11,881 11,881

建物及び構築物  619

土地  3,410

投資有価証券※  23

計 ( )38,324 34,271

対応する債務 

保証債務  634

１年内返済予定の 
長期借入金  

(  )8,491 8,491

長期借入金  ( )5,223 5,223

長期預り敷金保証金  1,473

※１.２.３.５.６.８.９.10.11 

       担保に供している資産    

※投資有価証券は、ＰＦＩ水と緑の健康都市㈱（持分

 法適用会社）の債務に対して担保に供しています。 

  

  上記のうち( )内書はノンリコースローン(非遡及型 

 融資)に対応する担保提供資産並びに当該債務を示し

 ています。  

科目 金額(百万円) 

分譲建物 ( )7,519 7,519

分譲土地  ( )11,003 11,003

未成分譲土地  ( )10,616 10,616

建物及び構築物  608

土地  3,456

投資有価証券※  21

計 ( )33,226 29,139

対応する債務 

保証債務  670

１年内返済予定の 
長期借入金  

(  )7,454 7,454

長期借入金  ( )4,560 4,560

長期預り敷金保証金  1,500
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当第２四半期連結会計期間末 

(平成23年７月31日) 
  

 
前連結会計年度末 
(平成23年１月31日) 

  偶発債務  

   (1) 取引先の銀行借入に対する物上保証  

    (2) 住宅ローン利用による住宅購入者等のための金 

    融機関に対する債務保証 

百万円(4,613件) 

  

 ㈱ウエストプラザ長野 634百万円

100,232

 偶発債務     

    (1) 取引先の銀行借入に対する物上保証 

   (2) 住宅ローン利用による住宅購入者等のための金 

    融機関に対する債務保証 

百万円(5,051件) 

    

㈱ウエストプラザ長野 670百万円

108,661

  コミットメントライン契約 

  当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた 

  め取引金融機関21社とコミットメントライン契約を 

  締結しています。 

  当第２四半期連結会計期間末におけるこの契約に基 

  づく借入未実行残高等は次の通りです。 

              

 コミットメントラインの総額  56,046 百万円 

 借入実行残高    2,647   

 差引額  53,398   

  コミットメントライン契約 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金 

  融機関21社とコミットメントライン契約を締結して 

  います。 

  当連結会計年度末におけるこの契約に基づく借入未 

  実行残高等は次の通りです。 

 コミットメントラインの総額  50,000 百万円 

 借入実行残高  －   

 差引額  50,000   
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年２月１日 

  至 平成22年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 

  至 平成23年７月31日） 

※１  販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

  

  

販売費  広告宣伝費  10,027 百万円 

   販売促進費  11,773

   貸倒引当金繰入額  211  22,012

一般管理費 

  
 
従業員給料手当 
及び賞与 

 32,611

   賞与引当金繰入額  6,472

   退職給付費用  5,390

   
役員退職慰労引当金 
繰入額 

 105
  

   福利厚生費  7,492

   減価償却費  3,036

   その他一般管理費  22,463  77,573

   計   99,586

※１  販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

  

  

販売費 広告宣伝費  8,728 百万円 

  販売促進費  9,943

  貸倒引当金繰入額  198  18,869

一般管理費

  

従業員給料手当 
及び賞与 

 33,658

  賞与引当金繰入額  7,152

  退職給付費用  6,666

  
役員退職慰労引当金 
繰入額 

 108
  

  福利厚生費  7,740

  減価償却費  3,375

  その他一般管理費  21,750  80,452

  計   99,321

─── 

  

  

※３ 当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。    

 
当社及び連結子会社は、投資不動産については物件

ごとに、それ以外の資産については損益管理を合理

的に行える事業単位で資産をグループ化し、減損損

失の認識を行っています。当第２四半期連結会計期

間において、賃貸用不動産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計

上しました。 

(減損損失の内訳) 

 
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額とし

ました。正味売却価額は、処分可能価額により評価

しています。 

場所 主な用途 種類 

愛知県知多市他 賃貸用不動産 土地 

種類 金額 

土地  百万円32

合計  32

※２ 災害による損失は、東日本大震災による固定資産及

び棚卸資産の復旧にかかる費用等です。 

  

─── 
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前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年５月１日 

  至 平成22年７月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年５月１日 

  至 平成23年７月31日） 

※１  販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

  

販売費  広告宣伝費  5,094 百万円 

   販売促進費  6,230

   貸倒引当金繰入額  21  11,346

一般管理費 

  
 
従業員給料手当 
及び賞与 

 18,364

   賞与引当金繰入額  1,757

   退職給付費用  2,700

   
役員退職慰労引当金 
繰入額 

 53
  

   福利厚生費  3,724

   減価償却費  1,559

   その他一般管理費  11,245  39,405

   計   50,751

※１  販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

  

  

販売費 広告宣伝費  4,605 百万円 

  販売促進費  5,045

  貸倒引当金繰入額  146  9,797

一般管理費

  

従業員給料手当 
及び賞与 

 18,932

  賞与引当金繰入額  2,152

  退職給付費用  3,295

  
役員退職慰労引当金 
繰入額 

 54
  

  福利厚生費  3,855

  減価償却費  1,748

  その他一般管理費  11,062  41,103

  計   50,900

─── 

  

  

  

※３ 当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。      

 
当社及び連結子会社は、投資不動産については物件

ごとに、それ以外の資産については損益管理を合理

的に行える事業単位で資産をグループ化し、減損損

失の認識を行っています。当第２四半期連結会計期

間において、賃貸用不動産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計

上しました。  

(減損損失の内訳) 

 
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額とし

ました。正味売却価額は、処分可能価額により評価

しています。  

  

場所 主な用途 種類 

愛知県知多市他 賃貸用不動産 土地 

種類 金額 

土地  百万円32

合計  32

※２ 災害による損失は、東日本大震災による固定資産及

び棚卸資産の復旧にかかる費用等です。 

  

  

─── 
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当第２四半期連結会計期間末（平成23年７月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至

平成23年７月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式    676,885,078株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

   普通株式      1,203,353株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 （注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しています。

     

４．配当に関する事項  

   (１) 配当金支払額  

     

   (２) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

     期間末後となるもの 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結  

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結  

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年７月31日) (平成23年７月31日) 

 現金預金勘定 247,101百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金 
△200  

 現金及び現金同等物 246,901   

  

 現金預金勘定 154,681百万円 

 現金及び現金同等物 154,681   

（株主資本等関係）

区分 内訳 
目的となる 
株式の種類  

目的となる株式の数
（株） 

当第２四半期連結会計
期間末残高（百万円）

提出会社 
2016年満期ユーロ円建転換 

社債型新株予約権付社債 
普通株式 50,000,000 － 

提出会社 
ストック・オプションと 

しての新株予約権  
－  －  330

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日  配当の原資  

平成23年４月26日 

定時株主総会 
普通株式 5,406 8.00 平成23年１月31日 平成23年４月27日 利益剰余金  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日  配当の原資  

平成23年９月８日

取締役会 
普通株式 6,758 10.00 平成23年７月31日 平成23年９月30日 利益剰余金  
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前第２四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）   

（単位：百万円）

    

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日）   

（単位：百万円） 

 （注）１ 事業区分の方法 

現に採用している売上集計区分を基に、事業の種類及び性質の類似性並びに営業方法の関連性等を勘案して

区分しています。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

工業化住宅請負事業：当社の工場製造部材を使用する住宅の設計、施工及び請負。 

不動産販売事業  ：住宅、宅地の分譲、分譲宅地上に建築する住宅の設計、施工及び請負並びに都市再開

発事業、商業ビル等の売買。 

不動産賃貸事業  ：不動産の賃貸借及び管理。 

その他事業    ：マンション、商業ビル等の設計、施工及び請負並びに住宅のリフォーム、造園、外構

工事の施工及び請負他。     

    ３ 会計処理方法の変更  

      前第２四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日）  

      「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期

      間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

      会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しています。この変更に

      伴い、工業化住宅請負事業及びその他事業において、「売上高」はそれぞれ43,124百万円、3,826百万円  

         増加し、「営業利益」はそれぞれ8,601百万円、285百万円増加しています。また、不動産販売事業において

            は、「売上高」は2,815百万円増加し、「営業損失」は611百万円減少しています。 

      

 前第２四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日）において、全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割

合が90％を超えているため、記載を省略しています。  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

   
工業化住宅 
請負事業 

  

  
不動産 
販売事業 

  

  
不動産 
賃貸事業 

  

  
その他 
事業 
  

計 
消去又 
は全社 

連結 

売上高  

 (1)外部顧客に対する 

売上高 

 (2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

  

 

  

 

  

199,603

1,653

     

 

  

 

  

71,264

－

  

 

  

 

  

93,341

496

  

 

  

 

  

48,330

586

  

 

  

 

  

412,539

2,736

  

 

  

 ( ) 

  

－

2,736

  

 

  

 

  

412,539

－

 計  201,257  71,264  93,837  48,916  415,276  ( ) 2,736  412,539

営業利益 

  
 24,011  1,439  3,111  2,626  31,189  ( ) 9,049  22,139

  

   
工業化住宅 
請負事業  

  

  
不動産 
販売事業 

  

  
不動産 
賃貸事業 

  

  
その他 
事業 
  

計 
消去又 
は全社 

連結 

売上高  

 (1)外部顧客に対する 

売上高 

 (2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

  

 

345,753

3,923

    

  

 － 

120,882    

  

   

188,298

930

   

  

   

83,843

1,377

   

  

   

738,777

6,230

   

  

 ( ) 

－

6,230

    

  

 

738,777

－

 計  349,676    120,882    189,228    85,220    745,008 ( ) 6,230    738,777

営業利益 

又は営業損失（△） 
 33,834    △1,018    7,371    3,805    43,993  ( ) 17,610    26,382

【所在地別セグメント情報】
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 前第２四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。

  

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、 

経営者が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

 当社グループは、住環境創造企業として総合的な住宅事業を展開しており、経営資源の最適化により持続的な

成長を図るため、事業領域を設定し、各事業領域ごとに戦略を立案し事業活動を行っています。 

 したがって、当社グループは、事業領域を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、 

「その他」の事業領域を除いた「戸建住宅事業」、「賃貸住宅事業」、「分譲住宅事業」、「マンション事

業」、「都市再開発事業」、「リフォーム事業」、「不動産フィー事業」を報告セグメントとしています。 

 各報告セグメントの内容は以下の通りです。 

  戸建住宅事業  ：戸建住宅の設計、施工及び請負 

  賃貸住宅事業  ：賃貸住宅等の設計、施工及び請負 

  分譲住宅事業  ：住宅、宅地の分譲、分譲宅地上の住宅の設計、施工及び請負 

  マンション事業 ：マンションの分譲 

  都市再開発事業 ：オフィスビル、商業施設等の開発、保有不動産の管理、運営 

  リフォーム事業 ：住宅の増改築等 

  不動産フィー事業：不動産の転貸借、管理、運営及び仲介 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日） 

（単位：百万円）

  

【海外売上高】

【セグメント情報】

  

報 告 セ グ メ ン ト 

戸建住宅 
事業 

賃貸住宅 
事業 

分譲住宅 
事業 

マンション 
事業 

都市再開発 
事業 

リフォーム 
事業 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 227,866  133,365  65,460  19,500  25,694  49,903

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  1,419    －    －  53  91

計  227,866  134,786  65,460    19,500    25,748    49,994

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

   23,953  12,127  1,392    △5,756  6,935    4,895

  

報 告 セ グ メ ン ト 
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 不動産フィー 

事業 
計 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
   187,947    709,737    36,655  746,393  －  746,393

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 1,155  2,719  2,514    5,233   ( ) 5,233  －

計    189,102    712,457    39,170    751,627  ( ) 5,233  746,393

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

   7,312  50,861    △2,261  48,599  ( ) 16,046  32,552
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当第２四半期連結会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．その他は、主に国際事業、エクステリア事業等です。 

２．当第２四半期連結累計期間におけるセグメント利益又はセグメント損失の調整額 百万円には、

セグメント間取引消去 百万円、各セグメントに配賦していない全社費用 百万円が含まれ

ています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研究費です。 

  また、当第２四半期連結会計期間におけるセグメント利益又はセグメント損失の調整額 百万円

には、セグメント間取引消去 百万円、各セグメントに配賦していない全社費用 百万円が含ま

れています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研究費です。 

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しています。 

  

  

  

  

報 告 セ グ メ ン ト 

戸建住宅 
事業 

賃貸住宅 
事業 

分譲住宅 
事業 

マンション 
事業 

都市再開発 
事業 

リフォーム 
事業 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 136,163  80,627  41,489  9,891  5,787  29,540

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  374    －    －  26  89

計  136,163  81,002  41,489    9,891    5,813    29,630

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

   18,808  10,493  2,188    △5,622  1,475    3,325

  

報 告 セ グ メ ン ト 
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 不動産フィー 

事業 
計 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
   93,661    397,162    20,462  417,624  －  417,624

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 555  1,045  1,361    2,407  ( ) 2,407  －

計    94,217    398,208    21,823    420,032  ( ) 2,407  417,624

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

   2,938  33,606    △590  33,016  ( ) 8,614  24,402

16,046

1,590 14,456

8,614

708 7,905
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当第２四半期連結会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日）  

      当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

（ストック・オプション等関係）

会社名  提出会社 

決議年月日  平成23年５月19日 

付与対象者の区分及び人数  当社取締役及び執行役員 28名 

株式の種類及び付与数  普通株式 130,000株 

付与日  平成23年６月14日 

権利確定条件 

・新株予約権者は、行使期間内において、当社及び当社連結子会社の取締役

（将来当社が委員会設置会社に移行した場合における執行役を含む。）、

監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下「権利行

使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。  

・上記に関わらず、新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし

②については、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場

合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる

ものとします。 

①新株予約権者が平成42年６月14日に至るまでに権利行使開始日を迎えな

かった場合 

 平成42年６月15日から平成43年６月14日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社

となる株式交換契約もしくは株式移転計画の承認の議案につき当社株主

総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社の取締役会決

議がなされた場合） 

 当該承認日の翌日から15日間  

・新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使

することはできないものとします。 

・１個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。 

・その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で

締結した「新株予約権割当契約書」に定めるものとします。 

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間  平成23年６月15日から平成43年６月14日まで 

権利行使価格  １株当たり１円 

付与日における公正な評価単価  592円 
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１．１株当たり純資産額 

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

２．１株当たり四半期純利益等 

  

 （注）１株当たり四半期純利益等及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

   

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末 
(平成23年１月31日) 

１株当たり純資産額 円 銭1,110 25 １株当たり純資産額 円 銭1,090 67

  
当第２四半期連結会計期間末 

(平成23年７月31日) 
前連結会計年度末 
(平成23年１月31日) 

純資産の部の合計額(百万円)  751,408  738,029

純資産の部の合計額から控除する金額 

(百万円) 

（うち、新株予約権） 

（うち、少数株主持分） 

  

           

( ) 

( ) 

1,232

330

902

  

 

( ) 

( ) 

1,066

292

774

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 

(百万円) 
 750,176  736,962

 普通株式の発行済株式数(千株)  676,885  676,885

 普通株式の自己株式数(千株)  1,203  1,187

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末(期末)の普通株式の数(千株) 
 675,681  675,697

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
  至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
  至 平成23年７月31日) 

１株当たり四半期純利益  円 銭20 16

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 銭20 15

１株当たり四半期純利益  円 銭24 96

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 銭24 69

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 

  至 平成22年７月31日)  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 

  至 平成23年７月31日)  

１株当たり四半期純利益  

四半期純利益(百万円) 

  

 13,622

  

 16,868

普通株主に帰属しない金額(百万円)  －  －

普通株式に係る四半期純利益(百万円)  13,622  16,868

普通株式の期中平均株式数(千株)    675,730    675,689

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

四半期純利益調整額(百万円)  

  

 －

  

 －

普通株式増加数(千株)  

（うち、新株予約権付社債） 

（うち、新株予約権）  

 

( ) 

( ) 

343

－

343

 

( ) 

( ) 

7,621

7,182

439

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

  －             －
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 （注）１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

   

 平成23年９月８日開催の取締役会において第61期中間配当金について次のとおり支払うことを決議しました。 

  中間配当金総額             6,758,596,180円  

  １株当たり配当額                  10円  

  支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成23年9月30日 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
  至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
  至 平成23年７月31日) 

１株当たり四半期純利益 円 銭17 43

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 銭17 42

１株当たり四半期純利益 円 銭20 51

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 銭20 08

  
前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 

  至 平成22年７月31日)  

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 

  至 平成23年７月31日)  

１株当たり四半期純利益  

四半期純利益(百万円) 

  

 11,775

  

 13,859

普通株主に帰属しない金額(百万円)  －  －

普通株式に係る四半期純利益(百万円)  11,775  13,859

普通株式の期中平均株式数(千株)    675,723    675,686

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

四半期純利益調整額(百万円)  

  

 －

  

 －

普通株式増加数(千株)  

（うち、新株予約権付社債）  

（うち、新株予約権）  

 

( ) 

( ) 

378

－

378

 

( ) 

( ) 

14,612

14,130

482

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

  －             －

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

- 41 -



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年9月13日

積水ハウス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 市 田     龍  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 渡 部     健  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 井 上 正 彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている積水ハウス株式

会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平

成22年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、積水ハウス株式会社及び連結子会社の平成22年７月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 
  
追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、請負工事に係る収

益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約（工期がごく短いものを除く）か

ら、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。  
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 （注）    １.上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

        ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年９月13日

積水ハウス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 市 田     龍  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山 本 操  司  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 井 上 正 彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている積水ハウス株式

会社の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年５月１日から平

成23年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年７月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、積水ハウス株式会社及び連結子会社の平成23年７月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 （注）    １.上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

        ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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